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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期
第３四半期
累計期間

第35期
第３四半期
累計期間

第34期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 6,466,995 6,577,734 8,601,133

経常利益 （千円） 61,073 166,541 144,546

四半期（当期）純利益 （千円） 34,158 109,447 73,288

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 510,506 510,506 510,506

発行済株式総数 （株） 2,061,600 2,061,600 2,061,600

純資産額 （千円） 4,400,022 4,486,296 4,438,844

総資産額 （千円） 6,365,124 6,806,309 6,043,942

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 16.57 53.09 35.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 15.00 15.00 30.00

自己資本比率 （％） 69.1 65.9 73.4

 

回次
第34期
第３四半期
会計期間

第35期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 34.12 59.09

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は関連会社を有しておりませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりま

せん。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１） 業績の状況

　当第３四半期累計期間における我が国の経済は、中国を始めとした新興国経済の減速と英国のＥＵ離脱問題、米

国における大統領選後の政策動向に対する懸念など、国外情勢の先行きは不透明感を増しておりますが、一方、底

堅い企業収益と良好な雇用所得環境の下支えにより、国内景気は緩やかな回復基調を続けております。

　国内の自動車関連消費につきましては、低迷が続いていた国内新車販売台数が回復傾向にあり、また、記録的な

暖冬により冬季商品の需要が低迷した前年と比べ需要の回復が見られました。

　このような環境において当社は、平成28年11月３日に「オートバックス川越店」を新たにオープンし商圏の一層

の拡大を図るとともに、既存店舗においては顧客満足度向上のための接遇・接客力強化を重点課題と捉え、お客様

とのつながりをより強化するための「メンテナンス会員」の会員数拡大に注力してまいりました。また、今後も成

長性が見込まれるピット・サービス工賃部門につきましては、迅速・廉価に車体を補修できる板金・塗装サービス

「クイック・エコ・リペア」の更なる拡販に努め、車検事業においては車検後の補償サービス「安心３つ星補償」

の提供により、競合他店との差別化と顧客囲い込みを推進してまいりました。

　これらの取り組みにより、タイヤ・ホイール部門の売上高は前年同期比4.6％増、車内用品・車外用品部門は同

3.5％増、ピット・サービス工賃部門は同2.9％増となりましたが、一方で、自動車部門は同11.1％減、カースポー

ツ部門は同7.0％減となりました。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高6,577,734千円（前年同期比1.7％増）、営業利益123,010

千円（前年同期は営業利益3,648千円）、経常利益166,541千円（前年同期比172.7％増）、四半期純利益109,447千

円（同220.4％増）となりました。

 

（２） 資産、負債及び純資産の状況

　当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ12.6％、762,367千円増加し6,806,309千円とな

りました。これは主に、現金及び預金の減少に対して、商品、売掛金及び建物の増加等があったためであります。

　負債は、前事業年度末に比べ44.5％、714,915千円増加し2,320,013千円となりました。これは主に、賞与引当金

及び未払法人税等の減少に対して、買掛金及び長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む）の増加等があった

ためであります。

　純資産は、前事業年度末に比べ1.1％、47,451千円増加し4,486,296千円となりました。これは主に、配当金の支

払による減少に対して、四半期純利益の計上があったためであります。

 

（３） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４） 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,800,000

計 6,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,061,600 2,061,600

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

（注）

計 2,061,600 2,061,600 － －

（注）発行済株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 2,061,600 － 510,506 － 485,244

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　　100 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　2,060,700 20,607

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式  普通株式　　　　800 － －

発行済株式総数 2,061,600 － －

総株主の議決権 － 20,607 －

（注）上記「単元未満株式」の「株式数」の欄には、自己株式37株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱バッファロー 埼玉県川口市本町4-1-8 100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準               0.6％

売上高基準             0.1％

利益基準               0.1％

利益剰余金基準       △0.3％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,248,472 821,189

売掛金 381,981 676,039

商品 1,022,776 1,369,159

その他 311,489 469,509

流動資産合計 2,964,720 3,335,896

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 729,962 1,005,778

土地 642,396 686,694

その他（純額） 361,787 470,824

有形固定資産合計 1,734,146 2,163,297

無形固定資産 59,376 55,311

投資その他の資産   

差入保証金 952,907 914,048

その他 332,791 337,755

投資その他の資産合計 1,285,698 1,251,803

固定資産合計 3,079,222 3,470,412

資産合計 6,043,942 6,806,309

負債の部   

流動負債   

買掛金 172,133 667,211

1年内返済予定の長期借入金 128,616 169,394

未払法人税等 83,855 60,814

賞与引当金 104,306 63,127

ポイント引当金 31,594 31,064

その他 316,996 325,254

流動負債合計 837,501 1,316,866

固定負債   

長期借入金 210,696 452,748

退職給付引当金 344,724 363,409

資産除去債務 77,589 78,767

その他 134,586 108,222

固定負債合計 767,596 1,003,146

負債合計 1,605,098 2,320,013

純資産の部   

株主資本   

資本金 510,506 510,506

資本剰余金 485,244 485,244

利益剰余金 3,442,816 3,490,421

自己株式 △117 △117

株主資本合計 4,438,451 4,486,055

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 392 240

評価・換算差額等合計 392 240

純資産合計 4,438,844 4,486,296

負債純資産合計 6,043,942 6,806,309
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 6,466,995 6,577,734

売上原価 3,466,876 3,444,191

売上総利益 3,000,118 3,133,542

販売費及び一般管理費 2,996,470 3,010,532

営業利益 3,648 123,010

営業外収益   

受取利息 9,829 7,867

受取手数料 25,115 10,408

受取協賛金等 9,345 16,542

その他 30,061 14,358

営業外収益合計 74,352 49,178

営業外費用   

支払利息 4,069 4,003

たな卸資産除却損 4,295 －

店舗復旧費用 5,824 1,139

その他 2,737 503

営業外費用合計 16,927 5,646

経常利益 61,073 166,541

税引前四半期純利益 61,073 166,541

法人税、住民税及び事業税 40,724 62,004

法人税等調整額 △13,809 △4,911

法人税等合計 26,915 57,093

四半期純利益 34,158 109,447
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この結果、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ2,263千円増加し

ております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 127,476千円 121,951千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 30,921 15 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 30,921 15 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 30,921 15 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 30,921 15 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平

成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

 当社は、各店舗を基礎としたカー用品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 16円57銭 53円09銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 34,158 109,447

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 34,158 109,447

普通株式の期中平均株式数（株） 2,061,463 2,061,463

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

   （イ）中間配当による配当金の総額               30,921千円

   （ロ）１株当たりの金額                           15円00銭

   （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成28年12月１日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、支払いを行

います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

株式会社バッファロー

取締役会 御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井出 正弘   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宇治川 雄士 印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バッ

ファローの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第35期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バッファローの平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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